
平成12年度経済見通し  見直し

（経済企画庁試算）

平成12年10月19日

平成11年度 平成12年度 平成12年度

（実績） （当初見通し） （見直し試算）

兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度 ％程度 ％程度

（名目） （名目） （名目） （名目） （実質） （名目） （実質）

493.9 498.9 495.9 0.8 1.0 0.4 1.5

307.0 313.2 309.7 1.3 1.0 0.9 1.2

20.6 20.3 20.0 ▲ 1.8 ▲ 1.6 ▲ 3.1 ▲ 2.8

69.5 67.0 72.2 0.3 1.4 3.9 6.5

0.3 1.2 0.8 (0.1) (0.1) (0.1) (0.1)

政府支出 88.5 90.6 86.2 0.4 0.5 ▲ 2.6 ▲ 2.1

政府最終消費支出 50.7 50.8 50.5 0.2 0.2 ▲ 0.4 0.5

公的固定資本形成 37.8 39.8 35.7 0.7 0.9 ▲ 5.5 ▲ 5.2

52.3 51.6 55.2 0.8 3.8 5.5 7.8

44.3 45.0 48.2 2.9 3.7 8.6 8.4

0.9 0.9 0.6 1.4

0.8 0.8 1.1 1.8

0.1 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.4

▲ 0.2 0.1 ▲ 0.2 0.1

万人 万人程度 万人程度

6,775 6,775 6,770

6,455 6,470 6,460

5,325 5,350 5,355

％ ％程度 ％程度

4.7 4.5 4.6

兆円 兆円程度 兆円程度

280.0 280.6 282.5

％ ％程度 ％程度

3.4 2.2 5.5

％ ％程度 ％程度

▲ 1.0 ▲ 0.1 0.1

▲ 0.5 0.3 ▲ 0.3

兆円 兆円程度 兆円程度

7.8 6.5 6.9

13.8 12.9 12.5

46.7 46.3 49.2

32.9 33.4 36.7

12.6 11.4 12.0

％ ％程度 ％程度

2.6 2.3 2.4

平成11年度 平成12年度

世界ＧＤＰ（日本を除く） 3.7% 4.2%

円相場（円／ドル） 111.5円 106.8円

原油価格（ドル／バレル） 20.7ドル 28.8ドル
(備考)

対前年度比増減率
平成12年度（当初見通し）平成12年度（見直し試算）

国内総生産

民間最終消費支出

民間住宅

民間企業設備
民間在庫品増加　( )内は寄与度

財貨・サービスの輸出

（控除）財貨・サービスの輸入

内需寄与度

民需寄与度

公需寄与度

外需寄与度

労働・雇用 ％程度 ％程度

労働力人口 ▲ 0.1 ▲ 0.1

就業者総数 0.2 0.1

雇用者総数 0.4 0.6

完全失業率

雇用者所得
％程度（名目） ％程度（名目）

0.5 0.9

生産

鉱工業生産指数・増減率

物価

国内卸売物価指数・騰落率

消費者物価指数・騰落率

国際収支 ％程度 ％程度

貿易・サービス収支

貿易収支

輸出 0.8 5.4

（注）主要な前提は以下のとおりである。なお、これらの前提は、作業のための想定であって、当庁としての予測あるいは見通しを示
すものではない。

 １．世界GDP（日本を除く）は、国際機関等の経済見通しを基に算出。
 ２．円相場は、平成12年8月28日～9月27日の１か月間の平均値（106.6円）で以後一定と想定。
 ３．原油価格は、平成12年6月28日～9月27日の３か月間のスポット価格の平均値に運賃、保険料を付加して以後一定と
     想定（29.8ドル）。

輸入 3.4 11.5

経常収支

経常収支対名目GDP比


